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事 業 報 告 

（第 25 期 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31 日まで） 

 
１．株式会社の現況に関する事項 
（１）主要な事業内容 
   ① アスピア明石ショッピングセンターの運営 
   ② アスピア明石駐車場の運営 
   ③ 明石市中心市街地活性化を目的としたまちづくり事業 

 
（２）事業の経過及び成果について 
 当期の世界経済は、2020 年から続いた新型コロナウイルス（COVID-19）の影響から完全に脱却した

ことなどから、IMF（世界通貨基金）が発表した世界経済見通しにおける 2024 年（暦年）の経済成長

率は＋3.3％となり、概ね安定した経済情勢となりました。しかし、2022 年 2 月に始まったロシアによ

るウクライナ侵攻に伴う戦争状態の長期化と欧米各国によるロシアへの経済制裁、また、2023 年 10 月

から始まったイスラエル軍とイスラム組織ハマスとの戦闘の継続に伴うパレスチナ自治区ガザにおけ

る深刻な人的被害と人道危機など、引き続き重大な地政学的リスクが顕在化しています。さらに、ア

メリカ大統領選挙の結果、共和党が勝利を収め、2025 年 1 月に第二次トランプ政権が発足し、中国・

EU・日本などの対米貿易黒字を抱える国や地域に対して高い関税を課す方針を表明し、貿易戦争の懸

念が増大するなど、世界経済の大きな不安定要因となっています。 

国内経済においては、好調な企業業績や政府による賃上げ推進施策を背景として、春闘において 33

年ぶりの高い賃上げが達成されたことや、大企業を中心とする活発な設備投資、また、新型コロナウ

イルスの収束や歴史的な円安水準などを背景に訪日外国人数が過去最高を更新（2024 年（暦年）の合

計で約 3,687 万人を記録し、2019 年を約 500 万人超過）するなど、自律的かつ前向きな動きが見られ

た一方、原材料価格やエネルギー価格の高騰に端を発した食料品を中心とする物価上昇、円安に伴う

輸入価格の上昇等により、実質賃金の上昇率が抑えられたことなどから、2024 年（暦年）の GDP（国

内総生産）実質成長率は＋0.1％にとどまりました。 

 流通業界においては、上述した訪日外国人数の増加を背景としたインバウンド客の増加により、大都

市圏のデパートを中心に高単価商材が大きく稼働して業績を押し上げたこと、また、相次ぐ食料品の値

上げによりスーパーマーケットを中心に売上増加が続いたこと、また、長期間続いた猛暑により夏物商

材の売れ行きが好調だったこと、新型コロナウイルスの影響からの脱却による外食機会の増加などによ

り、衣料品、服飾雑貨、飲食業などにおいて、売上が好調に推移しました。SC（ショッピングセンター）

の立地別に見ると、インバウンド客の流入が多い大都市圏で最も回復が顕著だった一方、明石市を含む

中規模都市及び都市周辺地域では、大都市圏ほどの伸び率ではないものの、地域密着型 SC を中心に、

引き続き、堅調な売上を維持したことから、2024 年（暦年）の全 SC 売上高は前年比＋5.8％（立地別の

内訳は、大都市圏 SC＝＋9.8％、中規模都市圏 SC＝＋3.8％、周辺地域 SC＝＋4.8％）となっています。

（一般社団法人日本ショッピングセンター協会「SC 販売統計調査報告」より） 
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 アスピア明石ショッピングセンター運営事業につきましては、SC経営に高い専門性を有するプロパテ

ィマネジメントの専門事業者（株式会社プライムプレイス）に対する管理運営業務の全面的な委託が 12

年目を迎え、前期に引き続き、同事業者のノウハウの活用及び当社との緊密な連携により、テナント賃

料を中心とする収益の増強と、きめ細かい運営状況の点検及び精査による管理コスト適正化の取り組み

を継続いたしました。 

 当期においては、2023 年 4 月 14 日にリニューアルオープンした南館 1 階、特に、新規テナントとし

て誘致した「カルディコーヒーファーム」をはじめとする各テナントが高水準の売上と集客力を維持し

たことに加え、2023 年 3月に全面改装した地下 1階「スーパーマルハチ」の売上が非常に好調に推移し

たこと、また、アトリウムコートや南館西メイン入口などの共用部分において期間限定の催事店舗（和

洋菓子、高級食パン、地域物産展、輸入車販売など）を積極的に導入したことなどから、地下 1階から

3階までの全商業フロアが通年にわたって賑わいを維持いたしました。 

 各種広告宣伝や集客イベントなどの販売促進活動に関しましては、国連が提唱し、明石市においても

各種施策の基本理念として推進されている SDGs（持続可能な開発目標）の考え方に基づく各種の取り組

みを実施いたしました。具体的には、子どもを対象として野菜や果物の収穫体験ができる設備をアトリ

ウムコートに設置し、収穫を通じて自然に親しみを感じるとともに農産物に対する興味や感謝の心を育

む「アスピアキッズファーム」を年間 3回実施したほか、事前に募集した親子連れの参加者が身近な材

料を使った実験などの科学体験をする「キッズ科学教室」を 2回、同じくリサイクル素材を活用した工

作を親子で楽しむ「キッズ SDGs 工作教室」、使用済ペットボトルキャップを用いて巨大なモザイク画を

制作する「キッズエコキャップアート」、クイズを楽しみながら防災意識の高揚を図る「アスピア防災

パネル展」、特設会場で自然を身近に体験する「潮干狩り体験」「遊べる移動水族館“みずみずランド”」

をそれぞれ 1回実施して好評を博しました。 

 このほか、地域コミュニティづくりに資するワークショップイベント「LINK Lab」、近隣幼稚園・保

育園の園児が手作りした季節感あふれる作品を展示する「夏を彩るカラフル風鈴展」「アスピアランタ

ンプロジェクト」、人気キャラクターと記念写真が撮れる「ちいかわむちゃフォトパーティー」、仮装し

た子どもが館内を練り歩く「ハロウィンキッズラリー」など、主なターゲット顧客である若年ファミリ

ー層に向けた販売促進活動を展開しました。 

 平成 28 年度に導入したハウスカード（施設内にて様々な特典が受けられるクレジットカード）であ

る「アスピア明石エポスカード」の取り組みに関しては、入会特典としてのお買物券の交付、来店ポイ

ント及び買上げポイントの付与、カード会員優待デーなどの各種施策に加え、人気の高いアニメーショ

ン作品とのコラボレーションによる展示会及びグッズ販売企画等の取り組みを行った結果、当期末時点

のカード有効会員数は 21,753 人（前期末対比約 1,800 人増）となり、来館客の囲い込みと来館動機の

強化に一定の効果を生んでおります。 

 行政や地域団体との連携に関しましては、東仲ノ町町内会主催の夏祭り「なかんちょ祭り“夜店ごっ

こ”」がアトリウムコートにおいて開催され大盛況となったほか、公益財団法人明石文化国際創生財団

との連携のもと、南館 1階「アスピアギャラリーストリート」での地元出身のアーティストによる作品

の展示を通年にわたって実施しました。また、上述した「ハロウィンキッズラリー」はアスピア明石及
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び近隣商業施設（パピオスあかし・ピオレ明石）の 3施設合同で開催し、中心市街地の回遊性向上に寄

与しました。 

 これら各種販売促進施策の効果に加え、新型コロナウイルス感染症の影響からの脱却に伴う外出機運

の上昇などにより、衣料品・食料品・飲食業などの売上が堅調に推移した一方、高い売上額を計上して

いた旅行代理店 JTB が前期（2024 年 1 月）に撤退した影響などから、当期の全賃貸テナントの売上高（消

費税抜）は約 83 億 6 千万円（対前年比△1.1％）となりましたが、来館者数は約 621 万人（対前年比＋

1.9％）となり、新型コロナウイルス感染症影響発現前の 2019 年度の来館者数を上回りました。 

 

 アスピア明石駐車場運営事業につきましては、駐車場運営専門事業者（株式会社イーエスプランニン

グ）との賃貸借契約に基づく管理体制を継続いたしました。時間貸区画の料金体系については、期初は

60 分毎 400 円、当日最大（平日）700 円、（土日祝日）1,000 円にて運営を行いましたが、来館者数の増

加に伴い駐車場の満車時間が長くなる傾向が見られたことや、近隣の時間貸駐車場の価格設定動向など

を踏まえ、買い物目的に来館されるお客様の利便性を最大限確保することを目的として、2024 年 6月よ

り、当日最大（平日）800 円、（土日祝日）1,100 円に料金改定を実施しました。その結果、年間を通じ

た駐車場利用台数は約 57万 5 千台（対前年比△0.5％）となりました。 

 

 当社が最大の区分所有者であり、当施設の共用施設の管理を行う「アスピア明石北館・南館管理組合」

（構成員：当社、明石市、権利者店舗 8 者、南館住宅所有者 88 者）からの組合運営業務及び共用施設

管理業務の受託は、当期で 6年目を迎え、ビルメンテナンス会社（株式会社日本都市管理）との緊密な

連携のもと、安定的かつ効率的な組合運営及び共用施設管理を継続しました。当期においては、経年劣

化による空調機や自動ドアの故障に対して機動的に対応するとともに、法令に基づく更新が必要な電力

量計の更新や、空調の中核機器である空冷チラーの計画的な保全工事などを適切に実施した一方、各種

コストの徹底的な見直しを継続して行い、全ての来館客が安心して利用でき、全ての店舗が安全に営業

できる施設運営を精力的に行うとともに、管理組合全体の健全な財政運営を通じた当社所有資産価値の

維持向上に努めました。 

 

 まちづくり事業（TMO 事業）につきましては、中心市街地まちづくり会社（TMO）としての設立経緯を

踏まえ、中心市街地商店街が連携して行う事業である「明石まちなかバル」及び「中心市街地回遊性向

上事業」の各実行委員会の事務局機能を担い、会議の開催をはじめ、関係者の意見調整や各種情報提供

等、多面的な支援を積極的に行いました。当期においては、2024 年 6 月 14 日・15 日に「第 20 回明石

まちなかバル」を開催し、2023 年 6 月に実施した前回（第 19 回）対比＋約 42％のチケット売上を記録

するなど来街者が大幅に増加し、食のまち明石の PR に大きく貢献しました。また、回遊性向上事業と

して、2025 年 1 月 20 日～26日に、中心市街地をクイズに挑戦しながら回遊するイベントである「明石

のりのりクイズラリー」を実施し、さらに、2025 年 1 月 26 日には、明石海苔まつり実行委員会との共

催により、明石海苔を中心とした海の幸や地酒の PR を行う「明石のりマルシェ」をあかし市民広場に

て開催し、中心市街地の活性化と回遊性の向上に寄与しました。 
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営業日数・来館者数・レジ（買上）客数・駐車場利用台数の状況 

1,464台

駐車場：366日

第24期

578,583台

1,581台1日当たり

商業床：364日

5,449,281人

14,971人

1日当たり

レジ（買上）客数 3,731,411人

12,025人

4,389,143人 4,471,126人

駐車場利用台数

　　　　　期別

　区分

6,213,520人

1日当たり

12,283人

第25期

令和 6年4月 1日から
令和 7年3月31日まで

駐車場：365日
営 業 日 数

10,251人

来 館 者 数

17,070人

6,100,157人

令和 6年3月31日まで

商業床：365日

534,438台

16,713人

1,577台

575,483台

商業床：364日

第23期

令和 5年3月31日まで
令和 5年4月 1日から

駐車場：365日

令和 4年4月 1日から

 

 
（３）対処すべき課題  
 明石市中心市街地の街並みの整備とその活性化を目的とした市街地再開発事業により平成13年 11月

に開業したアスピア明石の商業床及び駐車場資産所有会社である当社は、第 9 期（平成 20 年度）にお

いて企業会計基準に基づく減損会計処理を行い、約 24 億 7 千万円の減損損失を計上して資産の含み損

を解消したことにより、第 10期（平成 21 年度）決算以降、収支は黒字基調となりました。しかしその

後も賃料収益を中心とする売上高は減少の一途をたどったため、平成 24 年 7 月に「明石地域振興開発

株式会社の経営健全化に向けた取組方針」を策定し、第 14 期（平成 25 年度）から抜本的な経営改善に

取り組んだ結果、継続して一定の収支バランスと安定した資金繰りを維持できる目処が立ったことから、

開業以来明石市から継続受給した駐車場運営補助金について第 18 期（平成 29 年度）を最後に全廃し、

第 19期（平成 30 年度）から補助金に頼らない自立経営を行っております。 

 当期は、2023 年に実施した南館 1階リニューアル事業の効果が継続し、テナント売上増に伴う歩合賃

料収入の増加などにより、前期対比増収増益にて着地し、経営状況は緩やかな成長軌道にあると考えて

おります。 

 しかしながら、当社においては未だ開業時並びに減損会計処理時に発生した累積欠損金を解消するに

は至っていないことから、今後も、全テナントの売上動向に対する徹底的な点検と、売上増加に向けた

きめ細かい指導及び効果的な販売促進施策の実施により、賃料をはじめとする売上高の向上を図るとと

もに、各種維持管理費用の適正化を通じて、将来にわたって安定した収支を維持しつつ累積欠損金の解

消に向けた取り組みを継続していく必要があります。 

 当社の資金額は、当期末現在約 3億 8千万円（前期末対比約 9百万円増）となり、安定した資金繰り

を維持しております。しかしながら、明石市からの借入金（都市開発資金無利子融資）の約定弁済が第

27 期（2026 年度）まで継続するため、今後も、適正な収益を確保し、将来にわたって安定した資金繰

りを維持することが経営上の重要な課題であることに変わりはありません。 

 さらに、2022 年から続く原材料及びエネルギー価格の高騰や、さまざまな消費財やサービス分野にお
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ける物価上昇、昨今の円安ドル高傾向などに伴い、所有資産の管理コストが上昇すれば、業績悪化に直

結するため、より効率的な運営に努めるとともに、賃料収益減少やテナント撤退等のリスクへの対策を

適切に講じる必要があります。 

 これらの「累積欠損金の解消」「安定した資金繰りの維持」「社会経済情勢の変動に伴う業績悪化リス

クへの対応」といった諸課題に対し、最大株主である明石市との緊密な連携のもと、引き続き果断かつ

迅速に取り組んでまいります。 

 アスピア明石ショッピングセンター運営事業につきましては、明石市中心市街地の核施設として幅広

い顧客ニーズに対応しつつ、地域経済の振興、利便性の向上並びに中心市街地活性化に引き続き貢献で

きるよう、更なる収益増強とコスト削減による経営基盤の強化に向けた不断の取り組みを行うとともに、

地域生活に密着した末永くご愛顧いただける SC を目指し、施設の改善・情報発信の充実・効果的な販

売促進活動の展開などに注力してまいります。 

 アスピア明石駐車場運営事業につきましては、引き続き、当 SC 利用者をはじめ、公共施設や中心市

街地全体への来街者にとって、より利便性と安全性の高い駐車場とするため、施設の適正な維持及び管

理に努めてまいります。 

 まちづくり事業（TMO 事業）につきましては、まちづくり会社（TMO）としての設立経緯を踏まえ、ま

た、現在までに培った様々なノウハウを生かし、中心市街地商業団体が主体的に行う活性化に向けた取

り組みに対し、明石市、明石商工会議所などと適宜連携して、必要な支援を行ってまいります。 

 
（４）主要な借入先と借入金の増減                       （単位：円） 

JA兵庫信連 18,000,000 0 12,000,000

242,320,000

6,000,000

借入先 期首残高

日新信用金庫 68,972,000 100,000,000

100,000,000計 431,546,000 292,310,000

期末残高

123,592,000

当期減少額

118,728,000

239,236,000

114,508,00054,464,000

三井住友銀行 102,254,000 0

明石市（注1） 0

0

当期増加額

102,254,000

 

（注 1）明石市よりの借入金は、都市開発資金の貸付けに関する法律（昭和 41 年法律第 20 号）第 1 条

第 3 項第 2号に規定する法人に対する貸付事業に要する資金であり、無利息であります。 

 
（５）財産及び損益の状況の推移                        （単位：円） 

907

4,992,445,741

725

5,084,906,3254,979,982,676

△ 12,463,065当期純利益

794△ 86
1株当たり

当期純利益

純資産 5,199,746,081

920,541,398

131,128,839

第24期

104,923,649

903,632,455

区　　　分

114,839,756

売上高 956,771,741939,875,068

第22期 第25期第23期
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（６）従業員の状況 

平均年齢従業員数 平均勤続年数

0名 16年45.1歳3名

前期比増減

 

 
 

２．株式会社の株式に関する事項 
（１）発行済株式総数      144,628 株 

（２）株主数             17 名 

（３）大株主 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構

明　石　市

株　主　名

60,000株（41.48％）

84,000株（58.08％）

持　株　数（持株比率）

 

※会社法施行規則第 122 条に基づき、事業年度末日において発行済株式総数の 10％以上の数の株式を有

する株主と株式数を表示しております。 

 

 

３．株式会社の会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名、地位及び兼職の状況        （令和 7年 3月 31 日現在） 

取 締 役

代 表 取 締 役

区　分

取 締 役

兼務する他の役職

取 締 役

監 査 役 河 合 良 昭

森 本 哲 雄

大 地 克 巳

山 本 直 樹

平 林 陽

氏　名

公認会計士河合良昭事務所　代表

株式会社明石ケーブルテレビ　代表取締役

不動産鑑定士

明石商工会議所　専務理事

 

 

（２）取締役及び監査役の報酬等の額 

   取締役 2名  9,259,626 円 

   監査役 1名   240,000 円 

なお、期末現在の役員数は、取締役 4名、監査役 1名でありますが、支給人員と相違しているの

は、期末現在で無報酬の非常勤取締役 2名が存在するためであります。 
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４．会計監査人の状況 

（１）当社の会計監査人の名称   晴連監査法人 

 

 

５．株式会社の体制及び方針 

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するための体制 

 会社法第 362 条第 4項第 6号及び第 5項に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法

務省令で定める体制の整備に関し、平成 18 年 6 月 1 日の取締役会においてその基本方針として以

下の 7項目につき決議いたしました。 

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

④使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

⑥取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

⑦その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
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（単位：円）

金　額 金　額

421,939,294 296,630,048

現 金 21,042,900 １年以内返済長期借入金 153,586,000

普 通 預 金 360,257,321 未 払 金 36,123,731

前 払 費 用 18,862,590 未 払 費 用 660,000

未 収 入 金 2,507,757 未 払 法 人 税 等 1,372,000

未 収 収 益 16,445,726 未 払 消 費 税 等 18,881,900

立 替 金 2,823,000 預 り 金 70,049,380

前 受 収 益 13,436,501

賞 与 引 当 金 2,520,536

 固　　定　　資　　産 5,490,751,875  固　　定　　負　　債 416,315,040

有 形 固 定 資 産 5,490,264,215 長 期 借 入 金 85,650,000

建 物 553,996,723 長 期 未 払 金 8,391,340

建 物 附 属 設 備 377,807,540 退 職 給 付 引 当 金 13,472,000

機 械 装 置 1,292,850 預 り 敷 金 308,801,700

器 具 及 び 備 品 4,856,937

土 地 4,552,310,165

負 債 合 計 712,945,088

投 資 そ の 他 の 資 産 487,660

出 資 金 100,000

長 期 前 払 費 用 387,660  株　　主　　資　　本 5,199,746,081

資 本 金 100,000,000

資 本 剰 余 金 7,131,400,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 7,131,400,000

利 益 剰 余 金 △ 2,031,653,919

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 2,031,653,919

　　　　繰越利益剰余金 △ 2,031,653,919

純 資 産 合 計 5,199,746,081

資 産 合 計 5,912,691,169 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,912,691,169

純　資　産　の　部

 流　　動　　資　　産  流　　動　　負　　債

貸　借　対　照　表

（令和7年3月31日現在）

科　　　目 科　　　目

資　産　の　部 負　債　の　部
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(単位：円）

956,771,741

791,960,452

164,811,289

46,405,447

118,405,842

90,905

1,127 92,032

666,104 666,104

117,831,770

1,620,014 1,620,014

116,211,756

1,372,000

114,839,756

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 入

金　　　　　額

売 上 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

売 上 原 価

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

支 払 利 息

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

損　益　計　算　書

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科　　　　　目

令和 6年 4月 1日から

令和 7年 3月31日まで
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（参考資料）

（単位：円）

215,094,249

116,211,756

94,768,572

賞与引当金の増加額 175,947

2,331,300

△ 597,400

0

△ 12,200,393

15,776,467

△ 1,372,000

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,999,986

△ 15,620,000

1,620,014

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 192,310,000

0

△ 192,310,000

Ⅳ　現金及び預金の増加（減少）額　（上記ⅠⅡⅢ合計） 8,784,263

Ⅴ　現金及び預金の期首残高 372,515,958

Ⅵ　現金及び預金の期末残高 381,300,221

注１）本キャッシュ・フロー計算書は間接法に基づき、簡素化した独自の書式による。

キャッシュ・フロー計算書

項　　　　目

税引前当期純利益（損益計算書記載額）

退職給付引当金の増加額

令和6年 4月 1日から

令和7年 3月31日まで

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

金　　　　額

減価償却費（内部留保）

未払消費税等の増加（減少）額　　（正数＝増加額、負数＝減少額）

その他資産の増加（減少）額　　　（正数＝減少額、負数＝増加額）

その他負債の増加（減少）額　　　（正数＝増加額、負数＝減少額）

有形固定資産の取得による支出

その他投資活動による収入（支出）

長期借入金の返済による支出

長期借入金の借入による収入

未収消費税等の増加（減少）額　　（正数＝減少額、負数＝増加額）

法人税等の支払額

10



     （単位：円）

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000,000 7,131,400,000 △ 2,146,493,675 5,084,906,325 5,084,906,325

当期変動額

当期純利益 114,839,756 114,839,756 114,839,756

当期変動額合計 0 0 114,839,756 114,839,756 114,839,756

当期末残高 100,000,000 7,131,400,000 △ 2,031,653,919 5,199,746,081 5,199,746,081

　　　　

株主資本等変動計算書

純資産

合　　計
その他資本剰余金

資本金

令和 6年 4月 1日から

令和 7年 3月31日まで

株　主　資　本

株主資本

合　　　計
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個別注記表 
１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（１）固定資産の減価償却の方法 

    定額法を採用しております。 

（２）引当金の計上基準 

    賞与引当金 

     従業員等に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法による期

末自己都合要支給額）に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。 

（３）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）明石市に対する金銭債務  長期金銭債務  118,728,000 円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額      2,389,087,263 円 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度の末日における発行済株式の総数  144,628 株 

４．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は減価償却超過額等であり、繰延税金資産から控除した評価

性引当額は、421,639,777 円であります。 

５．金融商品に関する注記 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については、平成 19 年 3 月以降行っておりません。資金運用について

は安全・有利、資金調達については安全・低利をその基本方針としており、多額の金銭の

借入については取締役会の決議事項としております。 

    長期借入金のうち、変動金利によるものは金利変動のリスクに晒されております。 

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

    令和 7 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。                         （単位：円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差額 

(1)長期借入金 (85,650,000) (85,650,000) － 

(2)預り敷金 (308,801,700) (308,801,700) － 

   （※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
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（注）金融商品の時価等に関する事項 

   (1)長期借入金 

      変動金利によるものは一定期間ごとに金利の更改が行われているため、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

   (2)預り敷金 

      これらについては、利息を付けないことから、当該帳簿価額によっております。 

６．賃貸等不動産に関する注記 

 １ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社では、区分所有ビル内にテナント用の商業床及び駐車場（土地を含む）を有しており

ます。 

 ２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 

    当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価は次のとおりであります。 

貸借対照表計上額（円） 当期末の時価（円） 

5,490,264,215 6,095,000,000 

  (注 1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失額を控除した金額であります。 

  (注 2) 当期末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書の金額を、一定の評価額や適切に市場価格を反映し

ていると考えられる指標を用いて自社で調整した金額によっております。 

７．関連当事者との取引に関する注記 

（１）主要株主等

118,728,000主要株主
兼任

1名

関係内容

明石市

　　　  法人に対する貸付事業に要する資金であり、無利息であります。

58.08%

（注１）明石市からの借入金は、都市開発資金の貸付けに関する法律（昭和41年法律第20号）第1条第3項第2号に規定する

属性 取引の内容
期末残高

　　(円)

会社等

の名称

議決権等の

被所有割合
(%) 事実上の関係

役員の

兼任等

借入金(注1)

科目

当社を介した明
石市中心市街地

活性化の主体

取引金額

　　　(円)

借入金の返済

123,592,000

長期借入金
(1年以内返済長期借

入金を含む）

 

８．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額   35,952 円 55 銭 

（２）１株当たり当期純利益    794 円 04 銭 

９．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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監 査 報 告 書 

 

 私監査役は、令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日までの第 25期事業年度の取締役の職

務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査役は、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社に

おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事

業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年

10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。 

  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

  会計監査人晴連監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

令和 7年 6月 6日 

 

明石地域振興開発株式会社           

 

監 査 役   河 合 良 昭  ㊞  
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